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自 ２０１９年４月 １日 

至 ２０２０年３月３１日 
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計算書類 
貸 借 対 照 表 

（２０２０年３月３１日現在） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

 

（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

商 品 ・ 貯 蔵 品 

仕 掛 品 

未 収 入 金 

前 渡 金 

前 払 費 用 

関 係 会 社 預 け 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

機 械 及 び 装 置 

工具、器具及び備品 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

ソフトウェア仮勘定 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

敷 金 

前 払 年 金 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

 

 

 

２１，５６４，４５４ 

２００，５６０ 

７，４０４，３５４ 

１７１，９２３ 

３１３，５５６ 

８，９２１，６７５ 

１６，４５０ 

７１９，３４５ 

３，８１７，１５８ 

７６９ 

△１，３３９ 

 

１４，３１６，８１９ 

２，５７０，７１１ 

８６９，４３４ 

８６２ 

１，７００，４１４ 

３，１１４，３４３ 

５３，２６２ 

２，４０６，１８２ 

６２０，６６４ 

３４，２３３ 

８，６３１，７６５ 

３，７６２，９５８ 

１２１，３７２ 

８８５，２４８ 

１，７４３，４６１ 

２，１００，０２３ 

１８，７００ 

 

 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 

前 受 金 

預 り 金 

工 事 損 失 引 当 金 

ソフトウェア補修引当金 

 

 

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

資 産 除 去 債 務 

長 期 未 払 金 

 

 

１０，８２９，３４５ 

４，４０３，５２４ 

２，８７９，４７３ 

１，６３６，８０５ 

２０７，８９９ 

５８３，９２９ 

７９８，３４１ 

８９，３６１ 

１９１，８４７ 

３８，１６１ 

 

 

９，８２３，０９３ 

９，４６７，６９２ 

４２，６９５ 

２５２，１００ 

６０，６０５ 

 

負 債 合 計 ２０，６５２，４３８ 

 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

任 意 積 立 金 

繰越利益剰余金 

 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 

 

 

１２，８４８，６４１ 

５００，０００ 

３００，０００ 

 １２，０４８，６４１ 

１２５，０００ 

１１，９２３，６４１ 

１００，０００ 

１１，８２３，６４１ 

 

２，３８０，１９３ 

２，３８０，１９３ 

純 資 産 合 計 １５，２２８，８３５ 

資 産 合 計 ３５，８８１，２７３ 負債・純資産合計 ３５，８８１，２７３ 

（注）計算書類の記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

自 ２０１９年４月 １日 

至 ２０２０年３月３１日 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

 

売 上 高 

売 上 原 価 

売 上 総 利 益 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 

物 件 貸 付 料 収 入 

そ の 他 

営 業 外 費 用 

そ の 他 

経 常 利 益 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

当 期 純 利 益 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８９，１１７   

１９，８９０   

１６，５５４   

 

３，２８０   

 

 

８７６，１０２   

△２２０，１２４   

 

 

４７，３３９，１５２   

３６，３０３，０２２   

１１，０３６，１２９   

８，９６２，３１３   

２，０７３，８１５   

 

 

 

２２５，５６２   

 

３，２８０   

２，２９６，０９７   

２，２９６，０９７   

 

６５５，９７８   

１，６４０，１１９   
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個別注記表 
 

１．重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式 ･･･････････ 移動平均法による原価法 

②その他有価証券  

市場価格のあるもの ･･･ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のないもの ･･･ 移動平均法による原価法  

 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品 ･･･ 移動平均法による原価法 

仕掛品 ･･･ 個別法による原価法 

貯蔵品 ･･･ 最終仕入原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

     

（３）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 ･････････････････････････ 定額法 

②無形固定資産（ソフトウェアを除く） ･･･ 定額法 

③ソフトウェア 

市場販売目的のソフトウェア 

見込販売期間（３年以内）における販売数量または収益に基づく償却額と販売可能な残存販売

期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法 

自社利用目的のソフトウェア 

見込利用可能期間に基づく定額法 

 

（４）引当金の計上基準 

貸倒引当金 ･･･････････････ 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については債権の回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

工事損失引当金 ･･･････････ 当事業年度に着手した受注制作ソフトウェアのうち損失の発生が見

込まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損失見込額を

計上しております。 

ソフトウェア補修引当金 ･･･ ソフトウェア製品の引渡後の無償補修費用に充てるため、保証期間

内の補修費用見込額を、過去の瑕疵担保実績等を基礎に計上してお

ります。 

退職給付引当金 ･･･････････ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間等に

基づく年数による定額法により、翌事業年度から償却することとし

ております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく

年数による定額法により、発生時より償却することとしております。 

役員退職慰労引当金 ･･･････  役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規則に基づく期

末要支給額を計上しております。 

 

 

 

 

 

 



4 
 

（５）収益及び費用の認識基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基

準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。 

なお、工事進行基準を適用する工事の当期末における進捗度の見積りは、原価比例法によっており

ます。 

 

（６）その他 

①消費税等の会計処理 ･･･ 税抜方式 

②連結納税制度の適用 ･･･ 日本電信電話株式会社を連結納税親会社とする連結納税制度を適用し

ております。 

 ③連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

               ･･･ 当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）

において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度

への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、

「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適

用に関する取扱い」（実務対応報告第３９号 ２０２０年３月３１日）

第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第２８号 ２０１８年２月１６日）第４４項の定

めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前

の税法の規定に基づいております。 

 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）資産から直接控除した工事損失引当金 

   仕掛品 ５２，８７０千円 

 

（２）有形固定資産の減価償却累計額 １，５４２，５３７千円 

 

（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権   ３８７，９５１千円 

短期金銭債務 １，１９７，０７３千円 
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３．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産 

   減価償却超過額             ２３２，００６千円 

未払費用                ３８２，２５１千円 

未払法人税等               ６１，１８６千円 

工事損失引当金              ７４，１７８千円 

退職給付引当金           ２，８６９，８１８千円 

資産除去債務               ７６，４１５千円 

その他                  ５９，９５１千円 

繰延税金資産小計          ３，７５５，８０８千円 

評価性引当額              △３４，１５９千円 

繰延税金資産合計          ３，７２１，６４８千円 

繰延税金負債 

資産除去債務に対応する除去費用   △５７，８５２千円 

前払年金費用             △５２８，４７４千円 

その他有価証券評価差額金     △１，０３５，２９７千円 

繰延税金負債合計         △１，６２１，６２４千円 

繰延税金資産の純額          ２，１００，０２３千円 

 

 

４．関連当事者との取引に関する注記 

（１）親会社及び法人主要株主等 

（単位：千円） 
種類 会社等の 

名称 

議決権等の 

所有（被所有）

割合 

関連当事者との

関係 

取引の内

容 

取引金額 科目 期末残高 

親会社 日本電信

電話㈱ 

被所有 

 直接100% 

ITシステムに係る

業務受注 

資金の預入 

役員の兼任 

売上（注１） 

資金預入 

（注３） 

法人税の 

精算 

９，４２５，４４８ 

７，５６７，１０７ 

 

６００，７３８ 

売掛金 

預け金 

 

未払金 

３５１，５５４ 

－ 

 

６２５，２６９ 

（注１）価格その他の取引状況は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 

（注２）取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。 

（注３）資金預入取引については、期中平均残高を取引金額としています。 

 

（２）子会社及び関連会社等 

（単位：千円） 
種類 会社等の 

名称 

議決権等の 

所有（被所有）

割合 

関連当事者との

関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 ＮＴＴテクノ

クロスサー

ビス㈱ 

所有 

 直接100% 

ITシステムに係る

業務発注 

役員の兼任 

作業委託 

（注１） 

２，４６５，９０２ 買掛金 

未払金 

３３８，７９６ 

１９０，０９１ 

（注１）価格その他の取引状況は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 

（注２）取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。 
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（３）兄弟会社等 

（単位：千円） 
種類 会社等の 

名称 

議決権等の

所有 

(被所有)割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社の

子会社 

ＮＴＴファイナ

ンス㈱ 

なし 当社主要 

委託先 

資金の預入 

資金ネッティ

ング 

資金預入（注

３） 

２５，５６１，８７８ 

 

５，２７２，０２０ 

 

未収入

金 

預け金 

８，８２８，６６５ 

 

３，８１７，１５８ 

親会社の

子会社 

エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ㈱ 

なし 当社主要 

得意先 

売上高（注１） ５，２０４，０４４ 売掛金 ２，０２８，３１０ 

親会社の

子会社 

㈱ＮＴＴドコモ なし 当社主要 

得意先 

売上高（注１） ６，２４８，１０３ 売掛金 ６９５，１１１ 

親会社の

子会社 

㈱エヌ・ティ・

ティ・データ 

なし 当社主要 

得意先 

役員の兼任 

売上高（注１） ３，７２２，７１５ 売掛金 ２５８，５０６ 

親会社の

子会社 

西日本電信

電話㈱ 

なし 当社主要 

得意先 

売上高（注１） ３，４７６，６６８ 売掛金 ８１，４２６ 

親会社の

子会社 

東日本電信

電話㈱ 

なし 当社主要 

得意先 

売上高（注１） ３，０９９，４８５ 売掛金 ９１，５８３ 

親会社の

子会社 

ドコモ・テクノ

ロジ㈱ 

なし 当社主要 

得意先 

売上高（注１） １，７５２，０８１ 売掛金 ７１７，８７４ 

（注１）価格その他の取引状況は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 

（注２）取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

（注３）資金預入取引については、期中平均残高を取引金額としています。 

 

 

５．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額   １，５２２，８８３円 ５１銭 

１株当たり当期純利益     １６４，０１１円 ９７銭 

 


